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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年８月 21 日

支出負担行為担当官
北関東防衛局長 渡 一浩

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量 航空機騒音自動測定装
置購入及び設置調整等業務 ３台
 件名の特質等 入札説明書及び仕様書によ
る。
 入札日時 平成27年10月15日午前10時
 入札場所 北関東防衛局７階Ｃ入札室 さ
いたま市中央区新都心２１さいたま新都心
合同庁舎２号館
 履行場所 仕様書のとおり
 履行期限 平成27年11月30日まで
 入札方法
ア 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号。以下「予決令」という。）第79条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低の価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
イ 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の８％に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数を切り捨てるもの
とする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税等に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の108分の100に相当する金額を
入札書に記載すること。（消費税を除いた価
格を入札書に記載する。）

３ 入札手続等
 入札説明書及び仕様書の交付期間及び交付
場所
ア 交付期間 平成27年８月21日から平成27
年10月13日まで（行政機関の休日に関する
法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項
に規定する行政機関の休日を除く。）の毎
日、午前９時から午後５時まで。ただし、
正午から午後１時の間を除く。
イ 交付場所 〒3309721 埼玉県さいたま
市中央区新都心２１ 北関東防衛局総務
部契約課契約審査第１係 ＴＥＬ048
6001800（内線2442又は2449）
ウ 入札説明書等受領の際に上記２の資格
を確認できる証明の写しを提出すること。

４ 適用する契約事項
 契約条項
 談合等の不正行為に関する特約条項
 暴力団排除に関する特約条項
５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 契約書作成の要否 要
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札説明書等を受け取っていない者の入札
参加は認めない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年８月 21 日

独立行政法人造幣局理事 西堤 英行
◎調達機関番号 561 ◎所在地番号 27
〇造大第 41 号
１ 調達内容
 品目分類番号 12
 購入等件名及び数量 マシニングセンタ
２台
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 平成28年９月30日
 納入場所 東京支局
 今後調達が予定される数量及び入札公告予
定時期 なし
 入札方法 入札者は、下記の及びの合
計額を入札書に記載するものとする。消費
税が課税となるものについては、入札者が消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった価格の108分の
100に相当する金額 消費税が非課税又は
不課税となるものについては、見積もった価
格

２ 競争参加資格
 造幣局契約事務規程第４条及び第５条の規
定に該当しない者であること。
 独立行政法人造幣局競争参加資格「物品の
製造」又は「物品の販売」の「Ａ」又は「Ｂ」
又は「Ｃ」に格付けされた競争参加資格を有
する者であること。
 造幣局と締結した契約に関し、契約に違反
し、契約の相手方として不適当であると認め
られる者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒5300043 大阪市北区天満１１79
独立行政法人造幣局総務部経理課契約担当
松崎 武文 電話0663515463
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札説明会の日時及び場所 上記場所で随
時行う。
 入札書の受領期限 平成27年10月14日17時
ただし、入札書を持参する場合は開札の日
時までとする。
 開札の日時及び場所 平成27年10月15日14
時30分 造幣局経理課会議室

 Date of tender : October 15, 2015, 10 : 00

 Point of contact／Place to submit the
tender document, to bulletin the contract

clauses and to issue the tender instruction :

Contract Division, Administration Depart‑

ment, North Kanto Defense Bureau Sai‑

tama‑Shintoshin National Government

Building Tower 2, Shintoshin 21, Chuo‑
ku, Saitama City, Saitama Prefecture, Zip

3309721, Japan TEL : 0486001800
(Ext. 2442 or 2449)

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazuhiro WATANABE,

Director General, North Kanto Defense Bu‑

reau, Ministry of Defense.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

procured : Three Automatic Aircraft Noise

Acoustimeters (including their installment

and adjustment service)

 Deadline of delivery : November 30, 2015

 Place of delivery : As shown in the tender

instruction and specification document

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

ａ）not come under Article 70 and 71 of the
Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, person under conservatorship or

person under assistance that obtained the

consent necessary for concluding a con‑

tract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause.

ｂ）have the grade A, B or C on sales
of productsor offer of services etc. in

the Kanto／Koshinetsu district, in terms
of the qualification for participating in

tenders by Cabinet Office (Unified quali‑

fication for every ministry and agency) in

the fiscal years 2013, 2014 and 2015.

ｃ）have experiences to deal with same
type of noise measuring instruments.

ｄ）be not being suspended from nomina‑
tion, etc. by Ministry of Defense.２ 競争参加資格

 予決令（昭和22年勅令第165号）第70条及
び第71条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっ
て、契約締結のために必要な同意を得ている
者は同条中、特別の理由がある場合に該当す
る。
 平成25・26・27年度防衛省競争参加資格審
査（全省庁統一資格）において「物品の販売」
又は「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者であること。

 同種の騒音測定装置を扱った経験のある
者。
 防衛省から指名停止等の措置を受けている
期間中の者でないこと。
 暴力団関係者の排除
ア 都道府県警察から暴力団関係業者として
防衛省が発注する工事等から排除するよう
要請があり、当該状態が継続している有資
格業者については、競争参加を認めない。
イ 入札後、契約を締結するまでの間に、都
道府県警察から暴力団関係業者として防衛
省が発注する工事等から排除するよう要請
があり、当該状態が継続している有資格業
者とは契約を行わない。
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